
1 

 

作成者：弁理士 田添 由紀子 

医薬品相互作用チェック装置事件（審決取消請求事件） 

事件の表示 平成３０年（行ケ）第１０１３１号（第１事件）、同第１０１２６（第２

事件） 判決日：令和元年７月２２日 

担当部：知的財産高等知財高裁第３部 

判決 審決取消 

参照条文 特許法２９条２項 

キーワード 進歩性（相違点の判断） 

 

１．事案の概要 

 本件は、名称を「医薬品相互作用チェック装置」とする発明に係る特許（特許第４５３

７５２７号）の無効審判請求を一部無効、一部不成立とした審決の取消訴訟である。本判

決では、審判における本件発明と引用発明との相違点の認定に誤りがあるとして、一部無

効とされた審決が取り消された（第２事件）。また、一部不成立とされた審決については

維持された（第１事件）。 

 

２．経緯 

 平成２９年３月９日 

 株式会社アイシーエム（原告）は、本件特許第４５３７５２７号発明について、無効審

判（無効２０１７－８０００３２号）を請求した。 

 平成３０年７月３０日 

 特許庁は審理の結果、①本件発明１～４、６、８に記載の発明については、引用発明３

に基づく進歩性欠如を認めて無効とし（一部無効）、②本件発明５、７、９の発明につい

ては、進歩性が欠如するとはいえず無効審判請求は成り立たない（一部不成立）とする審

決を行った。 

 平成３０年９月５日 

 特許権者（株式会社湯山製作所、株式会社システムヨシイ）は、①の無効審決の取消を

求めて取消訴訟を提起した。［平成３０年（行ケ）第１０１２６号（第２事件）］ 

 平成３０年９月１０日 

 原告は、②の審判請求が不成立とする審決の取消を求めて取消訴訟を提起した。［平成

３０年（行ケ）第１０１３１号（第１事件）］ 

 令和元年７月２２日 

 ①の本件発明１～４、６、８を無効とした審決が取り消された（第２事件）。 

 ②の本件発明５、７、９は無効でないとした審決が維持された（第１事件）。 

 ⇒第１事件、第２事件の判決により、本件発明１～９の特許性が認められた。 
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 本件訴訟の主たる争点は、本件発明の引用発明３（特開平１１－１９５０７８）に基づ

く進歩性の有無であることから、「平成３０年（行ケ）第１０１２６号（第２事件）」に

ついて以下考察する。 

 

３．本件発明の要旨 

 本件発明は以下のとおりである。（記号Ａ～Ｄ、下線、及び太字は筆者による。詳細は

後述するが、下線は知財高裁において、引例との相違点と判断された部分である。太字は、

審判において、引例との相違点と判断された部分である。） 

【請求項１】 

Ａ 一の医薬品から見た他の一の医薬品の場合と、前記他の一の医薬品から見た前記一の

医薬品の場合の２通りの主従関係で、相互作用が発生する組み合わせを個別に格納する相

互作用マスタを記憶する記憶手段と、 

Ｂ 入力された新規処方データの各医薬品を自己医薬品及び相手医薬品とし、自己医薬品

と相手医薬品の組み合わせが、前記相互作用マスタに登録した医薬品の組み合わせと合致

するか否かを判断することにより、相互作用チェック処理を実行する制御手段と、 

Ｃ 対象となる自己医薬品の名称と、相互作用チェック処理の対象となる相手医薬品の名

称とをマトリックス形式の行又は列にそれぞれ表示し、前記制御手段による自己医薬品と

相手医薬品の間の相互作用チェック処理の結果を、前記マトリックス形式の該当する各セ

ルに表示する表示手段と、 

Ｄ を備えたことを特徴とする医薬品相互作用チェック装置。 

(請求項２～９は省略) 

 

［本件発明の目的］ 

 医薬品の相互作用のチェック結果を、実用的に分かりやすく表示できる医薬品相互作用

チェック装置を提供することである（本件特許公報【００１１】）。 

［作用効果］ 

 表示画面を簡素化し、新規処方データ（別紙１【図５】参照）と蓄積処方データ（別紙

１【図６】参照）の各医薬品について相互作用を一目で把握可能に表示させ、必要な情報

を簡単に得ることが可能となる。（本件特許公報【００１３】）。 

 

４．特許庁での判断 

 審判において、引用発明３について、明細書（技術分野（【０００１】）、目的（【０００

８】）、発明の詳細な説明（【００１６】～【００１８】、【００２１】～【００２４】））や図

面（【図４】別紙２参照）の記載から、発明が下記の内容（４－１．引用発明３）であると

認められた上で、本件発明１と引用発明３との一致点、相違点が判断された。 
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４－１． 引用発明３：特開平１１－１９５０７８号公報（審決「第５ 各無効理由につい

ての当審の判断 ４ 無効理由４について」より抜粋。記号 a ～ v、下線、太字は筆者によ

る。） 

ａ 医薬品相互作用チェック装置であって、 

ｂ 医薬品相互作用チェック装置は医薬品相互作用チェック結果を表示するための表示装

置１０と、チェックする医薬品を入力するための入力装置１１と、ＣＰＵ及びメモリ等の

処理部１２と、あらかじめ用意された全ての医薬品に関するデータが作成記憶されている

ディスク１３と出力装置１６とから構成され、 

ｃ 自己医薬品テーブル１０２には、予め医薬品入力１０１の過程により入力された処方

される医薬品（自己医薬品）の医薬品マスターコードが記憶され、相手医薬品テーブル１

０３には、処方履歴を基に抽出した患者が服用している医薬品（相手医薬品）及び処方さ

れる医薬品の医薬品マスターコードが記憶され、 

ｄ 各医薬品に付される添付文書から抽出された医薬品に関する情報はコード化されてお

り、 

ｅ 医薬品相互作用チェックマスタ１０４には、予め医薬品固有の情報が全て記憶され、

医薬品相互作用チェックテーブル１０５には、医薬品間の相互作用の有無をチェックする

情報が記憶されており、自己医薬品に対する自己テーブル部４０１と相手医薬品に対する

相手テーブル部４０２（別紙２ 図４を参照）とを含み、 

ｆ 医薬品相互作用コメントファイル１０６には、医薬品の相互作用の結果をコメントと

して提供するための文字情報がコメントコードと共に記憶され、 

ｇ 医薬品相互作用機序ファイル１０７には、医薬品相互作用の機序が文字情報として相

互作用機序コードと共に記憶され、 

ｈ 検索前処理８０１では、 

ｉ 処方される医薬品として入力装置１１に入力された自己医薬品の医薬品マスターコー

ドを基に、一般名コード、薬効分類コード、ＢＯＸコードを医薬品相互作用チェックマス

タ１０４から検索して自己医薬品のそれぞれのコードを確定し、 

ｊ 処方履歴等を基に抽出された相手医薬品の医薬品マスターコードを基に一般名コード、

薬効分類コード、ＢＯＸコードを医薬品相互作用チェックマスタ１０４から検索して相手

医薬品のそれぞれのコードを確定し、 

ｋ 相互作用チェックテーブルの検索処理８０２では、 

ｌ 医薬品相互作用チェックテーブル１０５から自己テーブル部４０１の検索が行われ、 

検索前処理８０１で検索した自己医薬品の一般名コードが、医薬品相互作用チェックテー

ブル１０５の自己テーブル部４０１に存在するか否かの検索が行われ、同様にして、薬効

分類コードとＢＯＸコードについても検索が行われ、 

ｍ それぞれの検索で存在したコードに関するデータは処方医薬品相互作用チェックテー

ブルＴの形態で一時記憶テーブル１１０に記憶され、 
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ｎ 一時記憶テーブル１１０に記憶したデータから相手テーブル部４０２の検索が行われ、 

ｏ 検索前処理８０１で検索した相手医薬品の一般名コードが前記一時記憶テーブル１１

０の相手テーブル部４０２に存在しているかの検索が行われ、 

ｐ 同様にして薬効分類コードとＢＯＸコードについても検索が行われ、 

ｑ それぞれの検索でコードが存在する場合には、処方する自己医薬品には患者が服用し

ている医薬品あるいは処方する医薬品（相手医薬品）との間に相互作用を有する組み合わ

せが存在することになり、 

ｒ 検索後処理８０３では、 

ｓ 前記相互作用チェックテーブルの検索処理８０２で相互作用を有する医薬品の組み合

わせが存在した場合のコメントテーブル部４０３の作成が行われ、 

ｔ 検索された医薬品相互作用チェック結果は、表示装置１０に画面表示され、 

ｕ 表示欄には、入力された自己医薬品名と、患者の処方履歴に記載された調剤日と医療

機関名、及び、相手医薬品名と、相互作用コメントファイルから抽出された相互作用コメ

ントと、医薬品相互作用機序ファイルから抽出された相互作用機序が表示される（別紙２ 

図８を参照） 

ｖ 医薬品相互作用チェック装置。 

 

４－２． 本件発明１と引用発明３との一致点（記号、下線、括弧書きは筆者による。） 

Ａ 一の医薬品から見た他の一の医薬品の場合と、前記他の一の医薬品から見た前記一の

医薬品の場合の２通りの主従関係で、相互作用が発生する組み合わせを個別に格納する相

互作用マスタを記憶する記憶手段と、（本件発明１の構成要件Ａの相互作用マスタは、引

用発明３のｅの医薬品相互作用チェックテーブル１０５に相当すると判断されている。） 

Ｂ 入力された新規処方データの各医薬品を自己医薬品及び相手医薬品とし、自己医薬品

と相手医薬品の組み合わせが、前記相互作用マスタに登録した医薬品の組み合わせと合致

するか否かを判断することにより、相互作用チェック処理を実行する制御手段と、（本件

発明１の構成要件Ｂの相互作用チェック処理は、引用発明３のｋの検索処理に相当すると

判断されている。） 

Ｃ´ 前記制御手段による自己医薬品と相手医薬品の間の相互作用チェック処理の結果を、

表示する表示手段と、（本件発明１の構成要件Ｃのマトリックス形式で表示する以外の構

成は、引用発明３のｕに相当すると判断されている。） 

Ｄ を備えたことを特徴とする医薬品相互作用チェック装置。 

 

４－３． 本件発明１と引用発明３との相違点（文末の括弧書きは筆者による。） 

 本件発明１では、『対象となる自己医薬品の名称と、相互作用チェック処理の対象とな

る相手医薬品の名称とをマトリックス形式の行又は列にそれぞれ表示し』、相互作用チェ

ック処理の結果を、『前記マトリックス形式の該当する各セルに表示』しているのに対し、
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引用発明３では、マトリックス形式で表示していない点(⇒本件発明の構成要件Ｃと引用発

明３の構成要件ｕの表示手段は相違する)。 

 

４－４． 審決 

 本件発明１と引用発明３との相違点については、当業者が容易に想到できるとして、本

件発明１は、進歩性欠如と判断された。 

 

５．知財高裁での判断 

 特許庁では、本件発明１の構成要件Ａ及びＢは、引用発明３との一致点と認定されてい

たが、知財高裁では、以下のように相違点と認定された。 

 

５－１．相違点の認定について（判決全文「第７ 当裁判所の判断 ２ 被告取消事由１（本

件発明に関する進歩性の誤り （２）相違点の認定について （ア）対比」より抜粋。下線、

太字、括弧書きは筆者による。） 

（１）本件発明１の「相互作用マスタ」は、「一の医薬品」及び「他の一の医薬品」が販売

名（商品名）か一般名かこれを特定するコードや、薬効、有効成分及び投与経路を特定す

ることができるコードのレベルの概念で統一して格納され、 

①Ａ薬品から見たＢ薬品の相互作用が発生する組み合わせについての情報と、 

②Ｂ薬品から見たＡ薬品の相互作用が発生する組み合わせについての情報とは、 

データとして個々別々のものとして格納され、また、 

①Ａ薬品から見たＢ薬品に関する相互作用が発生する組み合わせについての情報と、 

③Ａ薬品から見たＣ薬品の相互作用が発生する組み合わせについての情報とも、 

データとして個々別々のものとして格納されるものである。 

 これに対し、引用発明３の相手テーブル部の一般名コード（一般名すなわち薬効成分と

なる化合物のコード）、薬効分類コード（医薬品の効能効果を分類したコード）、ＢＯＸコ

ード（発明者が独自に体系化し，コード化したものではあるが，内容は，添付文書に記載

された医薬品の構造式・薬理作用・剤型等からなるもの）の各欄には、必ずしもすべてに

コードが格納されているとは限らない。 

 したがって、引用発明３の「医薬品相互作用チェックテーブル１０５」と、本件発明１

の「相互作用マスタ」とは、「一の医薬品から見た他の医薬品の相互作用が発生する組み合

わせを個別に格納する相互作用をチェックするためのマスタ」である点で共通するが、本

件発明１が「一の医薬品から見た他の一の医薬品の場合と、前記他の一の医薬品から見た

前記一の医薬品の場合の２通りの主従関係で、相互作用が発生する組み合わせを格納する

（別紙１ 【図３】参照）」のに対し、引用発明３では、「一の医薬品から見た他の医薬品の

一般名コード、薬効分類コード、ＢＯＸコードかの少なくともいずれかについて、相互作

用が発生する組み合わせを格納し、また、他の一の医薬品から見た医薬品の一般名コード、
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薬効分類コード、ＢＯＸコードかの少なくともいずれかについて、相互作用が発生する組

み合わせを格納する（別紙２ 【図４参照】）」点で相違する。 

（２）本件発明１は「自己医薬品と相手医薬品との組み合わせ」と、「相互作用マスタに登

録した医薬品の組み合わせ」についての合致の有無を判断するものであるのに対し、引用

発明３は、①医薬品相互作用チェックテーブル１０５において、「自己テーブル部」に、「自

己医薬品」に係る「一般名コード」、「薬効分類コード」、「ＢＯＸコード」が存在するかを

それぞれ検索し、②いずれかのコードが存在していれば、処方医薬品相互作用チェックテ

ーブルＴの形態で「一時記憶テーブル１１０」に記憶し、③「一時記憶テーブル１１０」

に記憶したデータの「相手テーブル部」に、「相手医薬品」に係る「一般名コード」、「薬効

分類コード」、「ＢＯＸコード」が存在するかをそれぞれ検索し、④いずれかのコードが存

在していれば、「自己医薬品」と「相手医薬品」とが相互作用を有する組み合わせが存在す

ると判断するものである。そうすると、引用発明３の「検索処理」と本件発明１の「相互

作用チェック処理」とは、いずれも、「入力された新規処方データの各医薬品を自己医薬品

及び相手医薬品とし、自己医薬品と相手医薬品の組み合わせについて、相互作用をチェッ

クするためのマスタに基づいて相互作用をチェックするための処理」を実行する点で共通

するものの、引用発明３の「検索処理」は、自己医薬品と相手医薬品と間で、一般名コー

ド、薬効分類コード、ＢＯＸコードのいずれかの組み合わせが存在すれば相互作用を有す

る組み合わせであると判断するものであり、自己医薬品と相手医薬品との組み合わせと相

互作用マスタに登録した医薬品の組み合わせとの、医薬品の組み合わせ同士の合致を判断

しているとはいえないから、本件発明１の「自己医薬品と相手医薬品との組み合わせと相

互作用マスタに登録した医薬品の組み合わせが合致するか否かを判断することにより、相

互作用チェック処理を実行する「相互作用チェック処理」とは相違する。 

 以上によれば、審決は、本件発明１と引用発明３の相違点の認定に際し、相違点を看過

したものであり、相違点の認定の誤りがあるというべきである。 

 

５－２．容易想到性について（判決全文「第７ 当裁判所の判断 ２ 被告取消事由１（本

件発明に関する進歩性の誤り （３）相違点４－８、４－９に関する容易想到性について」

より抜粋。下線、太字は筆者による。） 

 相互作用をチェックするための処理について、引用発明３においては、自己医薬品につ

いて、一般名コード、薬効分類コード、ＢＯＸコードのそれぞれについて検索を行い、相

手医薬品についても、一般名コード、薬効分類コード、ＢＯＸコードのそれぞれについて

検索を行うため、６回の検索が必要であり、一時記憶テーブルを必要とするのに対し、本

件発明１においては、医薬品と医薬品の組み合わせ同士の合致を判断するため、１回の検

索（双方向の検索をそれぞれ別の検索と考えても２回の検索）により行うことができる。

また、得られる検索結果について、本件発明１においては、処方された医薬品の組み合わ

せと相互作用をチェックするためのマスタに登録された医薬品の組み合わせとが合致した
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ものを検索結果とするのに対し、引用発明３においては、医薬品相互作用チェックテーブ

ル１０５に登録された自己医薬品と相手医薬品の一般名コードが一致するものだけではな

く、自己医薬品と薬効分類コードやＢＯＸコードの一致する他の医薬品の相互作用チェッ

クテーブルも一時記憶テーブルに記憶し、相手医薬品の一般名コード、薬効分類コード、

ＢＯＸコードが存在するかを検索するため、薬効分類コード、ＢＯＸコードのいずれかの

みの一致するものも検索結果とし、本件発明１よりも多くの検索結果を得るものと解され、

両発明において得られる検索結果は異なる。 

 このように、引用発明３は、添付文書の相互作用の項目に記載された医薬品の情報をそ

のままコード化してデータベースを構築し、相互作用をチェックするための処理において、

データベースの各項目（一般名、薬効、ＢＯＸ）それぞれについて検索を行うことにより

漏れのない相互作用チェックを行うのに対し、本件発明１は、添付文書の相互作用の項目

に記載された医薬品の情報に基づいて医薬品と医薬品との組み合わせについてデータベー

スを構築し、相互作用チェック処理においては、医薬品と医薬品との組み合わせのみで単

純に検索するため、１回の検索（双方向の検索をそれぞれ別の検索と考えても２回の検索）

で相互作用チェックできるというものであるから、両発明はその技術思想を異にするもの

である。 

 上記の相違点に係る構成を開示する他の証拠も示されていないから、この構成を、当業

者が容易に想到し得たとはいえない。 

 

６．コメント 

 本判決は、知財高裁における一致点・相違点の認定が、特許庁における認定とは全く異

なることとなった事例である。 

 審判では、引用発明について、明細書や図面の記載を参酌し、発明が広く認定されてい

るが（上記「４．特許庁での判断」参照）、本件発明については、明細書等の記載は参酌さ

れず、請求項の記載について、引用発明との対比が行われている。一方、知財高裁では、

本件発明について、明細書等の記載も参酌して請求項に記載の用語の意義が解釈され、引

用発明との対比が行われている。具体的には、医薬品相互作用の情報に関するデータの格

納構成や、相互作用を有する医薬品の組み合わせが存在することをどのように判断してい

るかについて、詳細な比較検討がなされたことにより、両発明の相違点が導き出されてい

る。また、審判では、本件発明と引用発明との作用効果については同じと判断され（審決

「ｄ 作用効果の違いについて」参照）、相互作用チェック結果を得るための検索回数の違

いについては考慮されていない。一方、知財高裁では、本件発明と引用発明との検索回数

の違いに着目し、それぞれの相互作用チェック結果を得るための判断処理が異なることを

明確にし、本件発明と引用発明との技術思想が異なるものであるとして、本件発明の進歩

性を肯定する結論に至っている。 

以上 
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別紙１ 本件明細書図面 

【図３】 

 

 

【図５】                 【図６】 

「相互作用チェック」の画面で       「相互作用チェック」の画面で 

新規処方内のチェック結果を示す図。     蓄積処方とのチェック結果を示す図。 
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別紙２ 引用発明３図面 

【図４】 

［処方医薬品相互作用チェックテーブル］ 

 

 

 

【図８】 

画面表示された医薬品相互チェック結果の一形態を示す図。 

 


